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株主の皆様へ

証券コード　9012
2023年６月９日

株 主 の 皆 様 へ
埼 玉 県 熊 谷 市 曙 町 一 丁 目 １ 番 地

秩 父 鉄 道 株 式 会 社
代表取締役社長 牧 野 英 伸

当社ウェブサイト　　https://www.chichibu-railway.co.jp

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第200期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第200期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますの
で、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」を選択いただき、ご確認
ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「秩父鉄道」または
「コード」に当社証券コード「9012」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認く
ださい。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月27日（火曜日）午後５時45
分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主の皆様へ

１．日 時 2023年６月28日(水曜日) 午前10時
２．場 所 埼玉県熊谷市曙町一丁目１番地

秩父鉄道株式会社　本社会議室
（末尾のご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第200期(2022年４月１日から2023年３月31日まで) 事業報告、連結計算書

類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第200期(2022年４月１日から2023年３月31日まで) 計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があっ

たものとしてお取り扱いいたします。
（2）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人

として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必
要となりますのでご了承ください。

 

記

以　上

〇会社法改正により、電子提供措置事項について前頁の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくこと

を原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、

本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送り

いたします。

〇当日ご出席の際は、お手数ながら本招集通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

〇当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきます。
〇株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげま

す。
〇電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事
項を掲載いたします。
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取締役選任議案

候補者

番　号

ふ り が な

氏　　　　名

（生年月日）

略 歴 ・ 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有
する当社の
株 式 数

１

まき

牧　
の

野

 

　
ひで

英　
のぶ

伸
(1962年７月26日生)

1985年４月 秩父セメント株式会社入社
2011年４月 太平洋セメント株式会社

中部北陸支店業務部長
2013年３月 太平洋セメントU.S.A.株式会社副社長
2016年４月 太平洋セメント株式会社法務部長
2020年４月 同社執行役員人事部長
2022年４月 当社常務執行役員
2022年６月 当社代表取締役社長（現任）

207株

【選任理由】
　牧野英伸氏を取締役候補者とした理由は、太平洋セメント株式会社での要職を歴任され豊富な経
験と高い見識を有しております。2022年からは代表取締役社長を務めており、当社グループの経営
を牽引し、経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督など、当社グループの持続的な企業
価値向上を目指すにあたり適切な人材と判断したため、引き続き取締役候補者としております。

２

さか

坂
 

　
もと

本
 

　
まさ

昌
 

　
み

己

(1965年３月22日生)

1989年４月 当社入社
2008年４月 当社営業推進課 課長
2010年６月 当社事業部 次長兼営業推進課 課長
2012年７月 当社企画部 部長
2013年７月 当社企画部 部長兼総務部 部長
2015年４月 当社執行役員企画部長兼総務部長
2015年７月 当社執行役員企画部長
2019年６月 当社取締役執行役員企画部長
2022年４月 当社取締役常務執行役員企画部長
2023年４月 当社取締役常務執行役員

グループ観光統括部長（現任）
[当社における担当]
　グループ観光統括部、不動産事業部

887株

【選任理由】
　坂本昌己氏を取締役候補者とした理由は、2019年から取締役として当社の経営に従事し、グルー
プ観光統括・不動産事業部門の担当役員として当社グループの発展に大きく貢献しております。経
営の重要事項の決定および業務執行に対する監督など、当社グループの持続的な企業価値向上を目
指すにあたり適切な人材と判断したため、引き続き取締役候補者としております。

株主総会参考書類

第１号議案 取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締
役５名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 3 －



2023/05/30 12:02:30 / 22947037_秩父鉄道株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名

（生年月日）

略 歴 ・ 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有
する当社の
株 式 数

３

たか

鷹

 

　
はし

啄

 

　
やす

泰

 

　
のり

則

(1964年10月26日生)

1989年12月 当社入社
2006年８月 当社社長室 課長
2010年６月 当社総務部 次長兼企画課 課長
2012年７月 当社事業部 部長
2015年４月 当社執行役員事業部長
2018年４月 当社執行役員人事部長
2022年６月 当社取締役執行役員人事部長（現任）
[当社における担当]
　人事部

887株

【選任理由】
　鷹啄泰則氏を取締役候補者とした理由は、2022年から取締役として当社の経営に従事し、人事部
部門の担当役員として当社グループの発展に大きく貢献しております。経営の重要事項の決定およ
び業務執行に対する監督など、当社グループの持続的な企業価値向上を目指すにあたり適切な人材
と判断したため、引続き取締役候補者としております。

４

なか

中
 

　
やま

山
 

　
たか

高
 

　
あき

明

(1953年２月28日生)

1977年４月 寳登山神社入社
2002年３月 同社宮司
2005年６月 宝登興業株式会社社外取締役
2010年６月 当社社外取締役（現任）
2019年４月 寳登山神社　名誉宮司（現任）

－株

【選任理由および期待される役割の概要】
　中山高明氏を社外取締役候補者とした理由は、寳登山神社名誉宮司として当社沿線の発展に深く
関わっており、その豊富な経験・見識等を活かし、幅広い視点からの助言等をしていただけると期
待したため社外取締役候補者としております。なお、同氏は社外取締役以外の方法で直接会社経営
に関与したことはありませんが、上記の理由により社外取締役として職務を適切に遂行できると判
断しております。

※
５

あい

會
 

　
だ

田
 

　
てつ

哲
 

　
や

也

(1959年10月27日生)

1991年４月 弁護士登録（東京弁護士会）
村上法律事務所

1996年４月 あぽろ法律事務所（現在）
－株

【選任理由および期待される役割の概要】
　會田哲也氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての企業法務に関する豊富な経験・見
識等を活かし、幅広い視点からの助言等をしていただけると期待したため社外取締役候補者として
おります。なお、同氏は直接会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により社外取締
役として職務を適切に遂行できると判断しております。

(注)１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

２. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．中山高明氏、會田哲也氏は、社外取締役候補者であります。

４. 中山高明氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出てい

ます。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員となる予定であります。また、會田哲也
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取締役選任議案

氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認さ

れた場合には、独立役員として届け出る予定であります。

５. 社外取締役候補者中山高明氏に関する事項

(1)会社において法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありま

せん。

(2)過去５年間に他の会社の取締役、執行役または監査役であって、その在任中に当該他の会社におい

て法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありません。

(3)中山高明氏の当社での社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって13年となります。

(4)当社は中山高明氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第

１項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約

を継続する予定であります。

６. 社外取締役候補者會田哲也氏に関する事項

(1)過去５年間に他の会社の取締役、執行役または監査役であって、その在任中に当該他の会社におい

て法令、定款違反その他不正な業務遂行が行われた事実については、該当事項はありません。

(2)會田哲也氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。

７. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、全ての取締役、監査役および執行役員を被保険者とした、会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者が負担することになる、

会社役員としての業務遂行に起因する損害賠償請求によって生じる損害を、当該保険契約により填

補することとしております。各候補者の選任が承認された場合には、各氏は、当該保険契約の被保険

者に含められることとなります。また、当社は、2024年４月に当該保険契約を更新する予定でありま

す。

８.「候補者の有する当社の株式数」には、役員持株会における本人持分を含んで掲載しております。
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補欠監査役選任議案

ふ　　　 り　　　 が　　　 な

氏　　　　　名

（生年月日）
略歴・当社における地位・重要な兼職の状況

候補者の有する
当社の株式数

なか

中
 

　
や

谷
 

　
うち

内
 

　
しげ

茂
 

　
き

樹
(1968年９月22日生)

1992年４月 日本セメント株式会社入社

2005年10月 太平洋セメント株式会社東京支店業務部

2012年10月 同社セメント事業本部管理部事業管理グループ

2016年８月 同社事業企画管理部管理グループリーダー（現任）

－株

【選任理由】

　中谷内茂樹氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、太平洋セメント株式会社の業務執行者として豊富

な経験・見識等を有しており、職務を適切に遂行できると判断したため、補欠社外監査役候補者といたしま

した。

第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いす
るものであります。
　なお、補欠監査役の選任につきましては、就任前に限り監査役会の同意を得て、取締役会の
決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

(注)１. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 中谷内茂樹氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３. 中谷内茂樹氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

以　上
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事業の経過およびその成果

（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におきましては、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和される
中、深谷市において大型商業施設が10月に開業されるなど、沿線への交流人口増加の動きも
見られました。当社グループでは、こうした環境変化を捉え、ダイヤ改正を実施するととも
に、沿線の市町や商業施設、同業他社と連携した誘客活動を積極的に展開し、地域の活性化
と収益の確保に努めました。
　しかしながら、感染症の波状的な拡大や電力料金をはじめとする諸物価の上昇など、当社
グループを取り巻く経営環境は、依然として厳しい状況が続きました。
　この結果、当連結会計年度の営業収益は4,688百万円（前期比7.7％増）、営業損失は361
百万円（前期は287百万円の営業損失）、経常損失は311百万円（前期は192百万円の経常損
失）となりました。また、主に鉄道事業におきまして、収益性の低下による減損の兆候が認
められたことから、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき資産グループ毎に将来の回
収可能性を検討した結果、固定資産の減損損失として特別損失に5,894百万円を計上いたし
ました。これにより、親会社株主に帰属する当期純損失は5,046百万円（前期は47百万円の
親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

鉄道事業
　鉄道事業におきましては、輸送の安全性向上を図るため、設備面では熊谷駅駅舎耐震補強

工事や小前田変電所高速度遮断器更新工事などを実施するとともに、異常時訓練や警察機関

との共同訓練の実施、安全指導による従業員の意識向上に取り組みました。

　旅客部門では、ダイヤ改正により、輸送力の強化や羽生・行田市方面から長瀞・秩父方面

へのアクセス向上を図るなど、旅客需要に応じた利便性向上に努めました。また、SLの魅力

を高める各種企画列車の運行、記念乗車券類の発売のほか、駅前イベントの２拠点同時開催

や同業他社と連携するフリー切符の利用区間拡大など、沿線周遊促進策にも取り組み、旅客

誘致に努めました。これらにより、定期・定期外旅客の人員および収入は前期に比べ増加い

たしました。

　貨物部門では、輸送量が減少したことにより、貨物収入は前期に比べ減少いたしました。

　営業費用は、電力単価高騰により電力費が大幅に増加したことに加え、設備投資に伴う減

価償却費などにより、前期に比べ大幅に増加いたしました。

　この結果、営業収益は3,047百万円（前期比3.5％増）、営業損失は415百万円(前期は237

百万円の営業損失）となりました。
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事業の経過およびその成果

不動産事業

　不動産事業におきましては、熊谷駅南口駐車場の稼働率が向上するなど、賃貸収入は前期

に比べ増加いたしました。

　一方、営業費用は、賃貸物件の修繕工事実施などにより前期に比べ増加いたしました。

　この結果、営業収益は349百万円（前期比2.1％増）、営業利益は159百万円（同8.2％減）

となりました。

観光事業

　観光事業におきましては、行動制限の緩和やいわゆる県民割などにより、個人利用が増加

したほか、団体利用にも一部回復が見られました。

　営業費用は、光熱費などが増加いたしました。

　この結果、営業収益は403百万円（前期比9.8％増）、営業損失は30百万円（前期は36百万

円の営業損失）となりました。

バス事業

　バス事業におきましては、学校団体など一部の貸切バス需要に回復が見られたほか、４月

からの新規スクールバスの運行開始もあり、収入は前期に比べ増加いたしました。

　営業費用は、修繕費の増加のほか、燃料費高騰の影響も受けました。

　この結果、営業収益は204百万円（前期比30.8％増）、営業損失は64百万円（前期は100百

万円の営業損失）となりました。

その他事業

　その他事業におきましては、卸売・小売業では、コンビニエンスストアなどの売上が堅調

に推移したほか、建設・電気工事業では、推進工事の受注がありました。また、旅行業で

は、２月から全天候型レジャー施設として「長瀞トリックアート有隣倶楽部」の営業を開始

いたしました。

　この結果、営業収益は1,014百万円（前期比14.6％増）、営業損失は26百万円（前期は101

百万円の営業損失）となりました。
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設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、対処すべき課題

交通系ＩＣカードシステム対応費 (130,000千円)

熊谷駅駅舎耐震補強工事 (105,747千円)

小前田変電所高速度遮断器更新工事 (66,268千円)

和銅黒谷Ｎo.８踏切道ＫＧ式化工事 (16,226千円)

分電盤雷対策工事（羽生-三峰口駅、運転指令所） (18,000千円)

モーターカー購入 (16,500千円)

熊谷駅ホーム旅客トイレ改修工事 (10,827千円)

秩父鉄道熊谷ビルエアコン更新工事 (13,440千円)

宝登山ロープウェイドライブ装置更新工事 (50,000千円)

賃貸アパート新築工事

(2) 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の主なものは次のとおりであり
ます。

① 当連結会計年度中に完成した主要設備

鉄道事業

不動産事業

観光事業

その他の事業におきましては、特記すべき事項はありません。

② 当連結会計年度継続中の主要設備の新設拡充

不動産事業

(3) 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当する事項はありません。
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設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、対処すべき課題

(5) 対処すべき課題
当社グループは、鉄道事業を柱として事業展開していることから、公共交通機関として

の「安全・安心・安定」を維持できる事業者であることが使命であり、輸送の安全、無事
故無災害の達成を最優先課題に掲げております。この課題の達成に向け、全役員・従業員
が、安全に対し常に意識を持ち業務にあたるとともに、近年頻発・激甚化する自然災害な
どに対応すべくソフト・ハード両面における取り組みを更に強化してまいります。

また、当社沿線における居住人口の長期的な減少傾向が続く中、電力料金をはじめとす
るコストの上昇により、非常に厳しい事業環境にあります。公共交通事業者としての責務
を果たし続けていくため、経費削減等の経営努力を続けるとともに、事業の採算性のほか
多面的な検証を行い、適正な運賃・料金について検討を行ってまいります。

他方、今後の持続可能な成長を実現するためには、「人財」への投資は必要不可欠であ
ります。人財への投資を増やしていき専門知識や経験を有する人財を育成するとともに、
就業環境の改善を図り、従業員にとって魅力ある会社づくりを進めてまいります。

当社ふかや花園駅周辺における「花園IC拠点整備プロジェクト」による各施設の開業
は、沿線への交流人口増加の契機となっております。引き続きその効果を最大限に享受す
べく、また、沿線の各観光施設への周遊の機会を増加させるべく、当社グループ一体とな
り、各種イベント、諸施策を実施してまいります。

加えて、安定収益の拡大を図るため、駅前を中心とした遊休不動産の活用方法を検討し
実行してまいります。

当社は、これらを実現するための体制づくりとして、新年度より組織を見直し、グルー
プ全体の観光事業の再構築と、より安定的で収益力の高い不動産事業への転換を目指して
まいります。今後は、グループ会社の統合・再編も視野に入れ、経営の効率化による早期
の業績回復と強固な経営基盤の構築を図り、もって、企業価値向上と地域貢献に努めてま
いります。

なお、当社グループは、継続して営業損失を計上してきており、更に、当連結会計年度
において多額の営業損失、経常損失、当期純損失を計上しているため、監査・保証実務委
員会報告第74号「継続企業の前提に関する開示について」に照らすと、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しているとみなされます。このよう
な事象または状況を解消するために、前述の取り組みを実施するとともに、当連結会計年
度末の資金残高を踏まえて資産を有効活用し、金融機関との関係の強化等を図ってまいり
ます。これらの施策により、翌連結会計年度の資金繰りは安定すると考えられることか
ら、現時点において今後の事業継続に関して重要な不確実性は認められないものと判断し
ております。
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財産および損益状況の推移、重要な親会社および子会社の状況

区 分
第197期

（2019年度）
第198期

（2020年度）
第199期

（2021年度）
第200期（当期）
（2022年度）

営 業 収 益 (千円) 5,449,035 3,933,279 4,352,172 4,688,280

経常利益又は経常損失（△） (千円) 203,057 △497,708 △192,532 △311,771

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) △222,974 △531,341 △47,722 △5,046,299

１株当たり当期純損失（△） (円) △150.06 △357.63 △32.12 △3,397.03

総 資 産 (千円) 23,439,721 23,449,967 23,703,161 16,954,399

(6) 財産および損益状況の推移

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第199期の期首から適用して

おり、第199期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％

秩父鉄道観光バス株式会社 100,000 100.0 バス事業

秩 父 観 光 興 業 株 式 会 社 82,500 100.0 旅行業

宝 登 興 業 株 式 会 社 60,000 99.5 索道事業、動物園業

株 式 会 社 秩 父 建 設 25,000 100.0 建設・電気工事業

株 式 会 社 秩 鉄 商 事 22,200 100.0 卸売・小売業

(7) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係

　該当する事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 出資比率には、子会社を通じての間接所有分を含んでおります。

２. 当社の連結子会社は上記の５社であり、非連結子会社は２社であります。
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主要な事業内容および事業所

(8) 主要な事業内容および事業所（2023年３月31日現在）

当社グループは鉄道事業を中核とし、不動産事業、観光事業、バス事業、その他事業

を展開しております。

鉄道事業 当社

羽生～熊谷～三峰口駅間（71.7粁）

武川～三ヶ尻駅間　　（貨物専用　3.7粁）

車両数　電車53両、客車４両、電気機関車16両、私有電気機関車

１両、貨車６両、私有貨車128両、蒸気機関車１両

駅　数　40駅（埼玉県）

不動産事業 当社

賃貸・分譲・請負事業

営業所数　１ヵ所（埼玉県）

観光事業 当社

遊船・飲食・土産品販売業

宝登興業株式会社

索道事業、動物園業

車両数（搬器）２両

駅　数　２駅（埼玉県）

バス事業 秩父鉄道観光バス株式会社

貸切バス事業、特定バス事業

営業所数　２ヵ所（埼玉県）

車 両 数　21両

その他事業

卸売・小売業 株式会社秩鉄商事
旅行業 秩父観光興業株式会社
建設・電気工事業 株式会社秩父建設
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従業員の状況、主要な借入先

事業区分 従業員数 前期末比増減数

鉄 道 事 業 251名（45名） ０名（　16名）

不 動 産 事 業 8名（ 0名） １名（　０名）

観 光 事 業 35名（17名） ０名（△３名）

バ ス 事 業 30名（10名） △１名（△１名）

そ の 他 事 業 65名（27名） △３名（　２名）

全 社 ( 共 通 ) 28名（12名） １名（△１名）

合 計 417名（111名） △２名（　13名）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

304名(66名) ２名(13名) 42.00歳 21.04年

(9) 従業員の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

（注）１. 組合専従者は除いております。
２. 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

借 入 先 借 入 額

千円
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 1,419,240

株 式 会 社 群 馬 銀 行 1,015,470

株式会社日本政策投資銀行 937,450

株 式 会 社 足 利 銀 行 555,850

埼 玉 縣 信 用 金 庫 449,950

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 402,740

株 式 会 社 第 四 北 越 銀 行 150,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 53,040

株 式 会 社 東 和 銀 行 50,000

(10) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

－ 13 －



2023/05/30 12:02:30 / 22947037_秩父鉄道株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(1) 発行可能株式総数 4,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,485,513株
(自己株式14,487株を除く)

(3) 株主数 1,485名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
太 平 洋 セ メ ン ト 株 式 会 社 497,828 33.51

有 恒 鉱 業 株 式 会 社 213,624 14.38

増 岡 英 男 50,100 3.37

二 反 田 　 静 太 郎 34,200 2.30

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 31,824 2.14

山 腰 玲 子 26,900 1.81

中 村 幸 久 24,200 1.63

諸 井 恒 一 16,103 1.08

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 16,000 1.08

柿 原 林 業 株 式 会 社 10,800 0.73

２. 会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

(4) 大株主

(注)１．当社は自己株式を14,487株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況
　該当する事項はありません。

(6) その他株式に関する重要な事項
　該当する事項はありません。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
　該当する事項はありません。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 大 谷 隆 男

代 表 取 締 役 社 長 牧 野 英 伸

取 締 役 坂 本 昌 己
 企画部・事業部担当
 企画部長

取 締 役 鷹 啄 泰 則
 人事部担当
 人事部長

取 締 役 中 山 高 明  17頁(3)①に記載のとおりです。

常 勤 監 査 役 根 岸 俊 介  17頁(3)②に記載のとおりです。

監 査 役 林 　 俊 宏  18頁(3)③に記載のとおりです。

監 査 役 正 田 孝 之

区 分
報 酬 等 の 総 額

( 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる役員
の 員 数

（名）基 本 報 酬
業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

35,619

（600）

35,619

（600）

－

（－）

－

（－）

6

（1）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

11,220

（7,620）

11,220

（7,620）

－

（－）

－

（－）

5

（3）

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

46,839

（8,220）

46,839

（8,220）

－

（－）

－

（－）

11

（4）

４. 会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役中山高明氏は、社外取締役であります。
なお、当社は中山高明氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。

２．取締役牧野英伸氏および鷹啄泰則氏の両氏は、2022年６月28日開催の第199期定時株主総会において
新たに選任され就任いたしました。

３．監査役根岸俊介氏および林俊宏氏の両氏は、社外監査役であります。
４．監査役林俊宏氏および正田孝之氏の両氏は、2022年６月28日開催の第199期定時株主総会において新

たに選任され就任いたしました。
５．監査役根本裕介氏および岩田雅之氏の両氏は、2022年６月28日開催の第199期定時株主総会終結の時

をもって辞任により退任いたしました。

(2) 取締役および監査役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上表には、2022年６月28日開催の第199期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名、監査
役１名および社外監査役1名を含んでおります。

２．取締役の報酬には執行役員に係る支給額は含まれておりません。
３．期末現在の人員は、取締役５名、監査役３名であります。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬額は、1990年６月28日開催の第167期定時株主総会において月額10,000
千円以内(使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該
株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。
　監査役の報酬額は、1990年６月28日開催の第167期定時株主総会において月額3,000千
円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は２名です。
　取締役および監査役の報酬体系は、固定報酬のみで構成され、その額は役位に応じて
設定しております。
　なお、当事業年度における当社の取締役の報酬等の額については、2021年６月25日お
よび2022年６月28日開催の取締役会の決議により決定しております。また、監査役の報
酬等の額については、それぞれの選任後に開催された監査役会において監査役の協議に
より決定しております。

③ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月25日開催の第739回取締役会において、取締役の個別の報酬等の
内容に係る決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内容
の決定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認し
ており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
ａ. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える

時期または条件の決定に関する方針を含む。）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて総合的に勘
案して決定するものとする。

ｂ. 報酬等の種類ごとの割合の決定方針
報酬等の種類ごとの比率の目安は以下の通りとする。
基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝100：0：0

ｃ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、上記の方針に基づき取締役会において審議の上、取締
役会決議により決定するものとする。

④ 社外役員が親会社または子会社等から受けた役員報酬等の総額
　　該当事項はありません。
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(3) 社外役員に関する事項
① 取締役　　中山　高明

(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況
　寳登山神社 名誉宮司

寳登山神社と当社との間には特別な関係はありません。
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係

　該当する重要な事項はありません。
(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況

　当事業年度において開催された取締役会11回のうち11回に出席いたしました。
　主に寳登山神社名誉宮司として当社沿線の発展に深く関わっており、長年の経験・
見識等を反映していただいております。また、客観的な幅広い助言等を行うなど適切
な役割を果たしております。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約
に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

② 監査役　　根岸　俊介
(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。
(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係

　該当する重要な事項はありません。
(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況

　取締役会等への出席状況および発言状況
　当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回に、また、監査役会12回のうち
12回に出席し、議案等審議に必要な発言を適宜行いました。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約
に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。
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地 位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 坂 本 昌 己 企画部・事業部

執 行 役 員 鷹 啄 泰 則 人事部

執 行 役 員 佐 藤 　 伸 内部監査室・総務部

執 行 役 員 関 口 恒 男 運輸部・技術部

③ 監査役　　林　俊宏

(ｲ) 他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況

　該当する重要な事項はありません。

(ﾛ) 他の会社の社外役員等の兼職状況

・小野田化学工業株式会社　　取締役

・三井埠頭株式会社　　　　　取締役

・屋久島電工株式会社　　　　監査役

　なお、小野田化学工業株式会社、三井埠頭株式会社、屋久島電工株式会社は、主要

株主である太平洋セメント株式会社の関係会社であります。

(ﾊ) 主要取引先等特定関係業者と当社との関係

　主要な取引先である太平洋セメント株式会社の業務執行者で事業企画管理部に勤務

しております。

(ﾆ) 当事業年度における主な活動状況

　　　取締役会等への出席状況および発言状況

　2022年６月28日就任以降、当事業年度に開催された取締役会９回のうち９回に、ま

た、監査役会９回のうち９回に出席し、議案等審議に必要な発言を適宜行っておりま

す。

(ﾎ) 責任限定契約の内容の概要

　　　当社と会社法第427条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

　　に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

(4) 執行役員について

　当社は、執行役員制度を導入しております。2023年３月31日現在の執行役員は以下の

とおりであります。

（注）１．坂本昌己氏、鷹啄泰則氏の２名は、取締役を兼務しております。

２．執行役員関口恒男氏は2023年３月31日をもって任期満了により退任いたしました。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000千円

５. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社は、会計監査人との間の契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬

等の額には、これらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積の算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判

断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い

たします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査役会は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監

査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

－ 19 －



2023/05/30 12:02:30 / 22947037_秩父鉄道株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社の体制および方針

６. 会社の体制および方針
(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務

の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制
　当社は、「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」および「コンプライアンス規
程」に基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり取締役および従業員が法令、定款その他社
内規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライアンス・ホット
ラインを利用した「内部通報制度」により通報者の保護を図るとともに、的確な対応
をとる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項
　当社は、取締役会、経営会議等の重要な会議の議事録については、「取締役会規
程」｢経営会議規程」等に従い、また、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書
は、「稟議規程」｢文書保存規程」等に従い適切に保存・管理を行う。取締役および監
査役は、常にこれらの文書を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」に基づき、ＣＳＲ委員会・運転事故防止対策委員会等
において重大なリスクの未然防止や極小化を行う体制をとる。
　また、緊急を要する事項については、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防
止し、損失を最小限に止める体制をとる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、「職制」および「付議・報告基準」に定める各職位の基本的な職能および
相互関係、決裁基準等により、組織的かつ効率的な業務執行を図るとともに、経営上
重要な事項については、「取締役会規程」「経営会議規程」に定める取締役会および
経営会議において十分に審議のうえ慎重に決定する。また、経営計画、予算管理によ
り目標実現に注力する。

⑤ 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社との関係については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社に関する適切
な経営管理が行える体制をとる。また、子会社の取締役または監査役を当社より派遣
し、派遣された取締役は子会社の取締役の職務の執行を監視・監督し、派遣された監
査役は子会社の業務執行状況を監査する。
　なお、子会社に対する具体的な体制は次のとおりとする。
(ｲ)　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社が定める「関係会社管理規程」に基づき子会社の経営内容を的確に把握す
るため、グループ会社連絡会を定期的に開催し報告を受け、また、必要に応じて
関係書類等の提出を求める。
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(ﾛ)　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社および子会社全体のリスク管理について定める「リスク管理規程」に基づ

き当社および子会社のリスクを網羅的・統括的に管理する。
(ﾊ)　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、当社子会社経営の適正かつ
効率的な運営に資するため、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営機能
が十分機能し安定した経営が確立できるよう支援する。

(ﾆ)　子会社の取締役等および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
　「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」および「コンプライアンス規程」
に基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり子会社の取締役および従業員が法令、定款
その他社内規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライア
ンス・ホットラインを利用した「内部通報制度」により、通報者の保護を図ると
ともに、的確な対応をとる。

⑥ 財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、連結財務諸表等の財務報告を適正に行うために必要な体制をとる。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項
　当面は社内部門の兼務者が監査役の職務を補助する。監査役会から専任者の配置を
求められた場合には、監査役会の意向を尊重して取締役との間で協議する。

⑧ 前号の当該従業員の取締役からの独立性に関する事項および指示の実効性の確保に関
する事項
　監査役の職務を補助する従業員に対しては、その人事異動・評価については、監査
役会の意見を求め、尊重するものとする。また、監査の実効性を高め、かつ監査業務
を円滑に遂行するため補助する体制を確保する。

⑨ 取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する
体制
　当社は、監査役が経営に関する重要な会議に出席し、取締役等から職務の執行状況
の報告を受けることができる体制をとる。また、取締役および従業員は、当社および
子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合には、監査役に報告す
る。
　なお、当該通報、報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないものと
する。

⑩ その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ｲ)　当社は、監査役に対し、重要な決裁書類を供覧し、監査役がいつでも経営情報を

はじめとする各種の情報を取得できる体制をとる。また、当社は、監査役が代表
取締役と定期的に意見交換を行うとともに、監査役が会計監査人と意見および情
報の交換を行う場を提供する。
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(ﾛ)　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該監査役
の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用または
債務を処理する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制
　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的勢力の活動を助
長する一切の関係を拒絶するとともに、総務部門を担当部門として、所轄警察署や外
部機関等との関係を強めていく。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 当社ならびに子会社の役員および従業員に対して、ＣＳＲ委員会・グループ会社連絡

会を開催（当事業年度各４回）し、コンプライアンス意識の浸透を図っております。
また、コンプライアンス・ホットラインの内部通報に対しては、適宜的確に対応して
おります。

② 内部監査室において、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評
価を実施し、当事業年度において重大な違反は見当たらず、内部統制システムは適切
に運用されております。

③ 当社および子会社の事業報告については、定期的に当社取締役会のみならずグループ
会社連絡会等で報告がなされ、改善が必要な課題や問題点が生じた場合には適時関係
部署への指示を行っております。

(3) 会社の支配に関する基本方針
　該当する事項はありません。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

分 譲 土 地 建 物

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,582,231

810,758

298,190

94,513

35,010

162,658

184,954

△3,853

15,372,168

14,898,205

3,205,622

459,970

11,022,199

210,413

4,234

469,727

420,026

8,532

63,152

△21,984
　

流 動 負 債 3,762,020

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 194,790

短 期 借 入 金 905,000

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,167,264

未 払 法 人 税 等 15,828

未 払 消 費 税 等 191,107

契 約 負 債 78,194

賞 与 引 当 金 152,187

資 産 撤 去 引 当 金 286,885

そ の 他 770,761

固 定 負 債 8,162,073

長 期 借 入 金 3,427,936

繰 延 税 金 負 債 91,724

再評価に係る繰延税金負債 3,099,461

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,318,508

特 別 修 繕 引 当 金 56,700

長 期 預 り 金 86,133

そ の 他 81,608

負 債 合 計 11,924,093

純 資 産 の 部

株 主 資 本 △2,250,328

資 本 金 750,000

資 本 剰 余 金 19,032

利 益 剰 余 金 △2,987,480

自 己 株 式 △31,880

その他の包括利益累計額 7,269,491

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 242,236

土 地 再 評 価 差 額 金 7,044,060

退職給付に係る調整累計額 △16,805

非 支 配 株 主 持 分 11,141

純 資 産 合 計 5,030,305

資 産 合 計 16,954,399 負 債 純 資 産 合 計 16,954,399

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 4,688,280

営 業 費

運 輸 業 等 営 業 費 及 び 売 上 原 価 3,700,864

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,348,786 5,049,651

営 業 損 失 361,371

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12

受 取 配 当 金 28,098

土 地 物 件 貸 付 料 16,736

助 成 金 収 入 45,715

そ の 他 6,681 97,244

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31,047

減 価 償 却 費 13,480

そ の 他 3,116 47,644

経 常 損 失 311,771

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,305

補 助 金 受 入 額 9,914 11,220

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 9,764

減 損 損 失 5,894,267 5,904,031

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 6,204,583

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,885

法 人 税 等 調 整 額 △1,167,176 △1,158,290

当 期 純 損 失 5,046,292

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 5,046,299

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 750,000 19,014 △590,981 △31,698 146,334

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△5,046,299 △5,046,299

自 己 株 式 の 取 得 △336 △336

自 己 株 式 の 処 分 18 154 172

土地再評価差額金の取崩 2,649,800 2,649,800

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － 18 △2,396,498 △182 △2,396,662

当 期 末 残 高 750,000 19,032 △2,987,480 △31,880 △2,250,328

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 192,484 9,693,861 △9,807 9,876,538 11,113 10,033,986

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△5,046,299

自 己 株 式 の 取 得 △336

自 己 株 式 の 処 分 172

土地再評価差額金の取崩 2,649,800

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

49,752 △2,649,800 △6,997 △2,607,046 27 △2,607,018

当 期 変 動 額 合 計 49,752 △2,649,800 △6,997 △2,607,046 27 △5,003,680

当 期 末 残 高 242,236 7,044,060 △16,805 7,269,491 11,141 5,030,305

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　　　　　　5社

連結子会社の名称
宝登興業株式会社
株式会社秩鉄商事
株式会社秩父建設
秩父観光興業株式会社
秩父鉄道観光バス株式会社

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社
秩父観光株式会社
株式会社長瀞不動寺奉賛会

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（秩父観光株式会社・株式会社長瀞不動寺奉賛会）は、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外して
おります。

３．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地建物　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

商　　　  品　　　　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品　　　　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）
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連結注記表

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

主として定率法によっておりますが、当社の鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）につい
ては取替法により、当社の不動産事業及び一部の子会社に係る有形固定資産、1998年４月１日以後に
取得した建物(附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物は定
額法によっております。

②　無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討して計上しております。

②　賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
③　特別修繕引当金

鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定め
による蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当連結会計年度負
担額を計上しております。

④　資産撤去引当金

将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当連結会計年度末における費用見込額を
計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益に関する計上基準
①　鉄道事業

鉄道事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期収入は、定期券の有効期間
にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の期間にわたり収益を認識しております。定期外
収入は、乗車券の利用日に履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。

②　不動産事業
不動産事業では、主にオフィスビル等の貸付業を行っており、これらの不動産賃貸による収益は、

「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。
③　観光事業

観光事業では、主に遊船事業を展開しており、遊船運賃は乗船日に履行義務が充足されるものとし
て、一時点で収益を認識しております。

④　バス事業
バス事業では、主に観光バスによる旅客運輸サービスを提供しており、乗車日に履行義務が充足さ

れるものとして、一時点で収益を認識しております。
⑤　その他事業

その他事業では、主に卸売・小売業を展開しております。顧客に対して商品を引き渡す履行義務を
負っており、当該履行義務は、商品の引渡時点で充足されます。
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(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　工事負担金等の処理

鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部
として補助金及び工事負担金（以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
②　退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 5,894,267千円
有形及び無形固定資産 14,902,440千円

(2) 会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主として事業セグメントを基礎

として資産をグルーピングしております。また、共用資産については、共用資産を含む、より大きな単
位でグルーピングを行っております。
固定資産のうち、資産又は資産グループについて、減損の兆候があると認められる場合には、資産の

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較することによって、減
損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額
は減損損失として計上します。
当該資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額につ

いては、不動産鑑定評価額を基礎とした時価から処分費用見込額を控除して算定し、また、使用価値に
ついては、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスである場合は零として算定しておりま
す。
その結果、当連結会計年度は、秩父鉄道株式会社の鉄道事業、不動産事業、共用資産及び連結子会社

の株式会社秩父建設において減損損失を計上しました。なお、回収可能価額は全て正味売却価額で算定
しております。
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将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度実績や外部環境及び内部環境を考慮して作成した中期の
事業計画を基礎として行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の感染
状況や収束時期を合理的に予測することは依然として困難ではありますが、新型コロナウイルス感染症
の感染症法上の位置付けが「２類相当」から「５類」に移行されたこと及び最近の感染者数の推移を鑑
みて、新型コロナウイルス感染症による重要な影響はないものと仮定しております。
なお、将来キャッシュ・フローの算定等に用いた仮定や時価及び処分費用見込額に大幅な変更が生じ

た場合には、翌連結会計年度の財務状態及び経営環境に影響を及ぼす可能性があります。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務
(1) 担保に供している資産

　建物及び構築物 2,379,579千円
　機械装置及び運搬具 99,259千円
　土地 8,395,157千円
　その他の有形固定資産 10,768千円
　　　合計 10,884,764千円

(2) 担保付債務

　短期借入金 380,000千円
　1年内返済予定の長期借入金　　　　　 463,882千円
　長期借入金 2,391,629千円
　　　合計 3,235,511千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　         　 15,513,131千円

３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　 　　　　　　1,190,631千円

４．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以
下のとおりであります。
顧客との契約から生じた債権　　　　　　　　        　　 298,190千円
契約資産                                                   － 千円
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用途 場所 種類 金額（千円）

鉄道事業用資産 埼玉県熊谷市　他 土地
建物及び構築物等

3,797,448
1,392,801

不動産事業用資産 埼玉県熊谷市　他 土地 415,026

建設・電気工事業用
資産

埼玉県秩父郡長瀞町 土地
建物等

16,967
9,366

共用資産
（本社施設等）

埼玉県熊谷市　他 土地
建物等

223,237
39,419

合　計 5,894,267

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記
（減損損失）

当社グループは当連結会計年度において以下のとおり減損損失を計上しました。
(1) 減損損失を認識した資産及び金額

(2) 減損損失の認識に至った経緯
当初想定していた収益が見込めなくなったこと等により減損損失を認識しました。

(3) 資産のグルーピングの方法
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主として事業セグメントを基礎

として資産をグルーピングしております。
また、共用資産については、共用資産を含む、より大きな単位でグルーピングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法
減損に至った資産の回収可能価額は全て正味売却価額により測定しております。
正味売却価額は不動産鑑定評価額等を基礎とした時価から処分費用見込額を控除して算定しておりま

す。

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数      普通株式      1,500,000株

Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社及び当社の連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達につい
ては、主に銀行借入によっております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は、市場価格の変動リスクにさらされております。
借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払いを実行

できなくなるリスクにさらされております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社及び当社の連結子会社は、借入金等に関する将来の市場価格の変動に係るリスクを回避する目的
で固定金利を利用しております。
投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
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連結貸借対照表計
上額（※）

時価（※） 差額

（1）投資有価証券

　　　その他有価証券 378,535 378,535 －

（2）長期借入金 (4,595,200) (4,568,574) 26,625

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 378,535 － － 378,535

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 4,568,574 － 4,568,574

ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額41,491千円）は、「その他有価証券」には含
めておりません。

また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期で決済され
るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

(※)　負債に計上されているものについては（　）で示しております。

(※)　長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

     （単位：千円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

     （単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他
（注１）

合計

鉄道事業 不動産事業 観光事業 バス事業 計

旅客収入
貨物収入
不動産収入
観光収入
その他

1,620,176
1,191,976

－
－

221,101

－
－

94,786
－
－

－
－
－

403,184
－

171,783
－
－
－

32,824

1,791,960
1,191,976

94,786
403,184
253,926

－
－
－
－

713,135

1,791,960
1,191,976

94,786
403,184
967,062

顧客との契約か
ら生じる収益

3,033,255 94,786 403,184 204,608 3,735,833 713,135 4,448,969

その他の収益
（注２)

－ 239,310 － － 239,310 － 239,310

外部顧客への売
上高

3,033,255 334,096 403,184 204,608 3,975,144 713,135 4,688,280

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 254,298

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 298,190

契約負債（期首残高） 86,863

契約負債（期末残高） 78,194

Ⅵ．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(注1) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、卸売・小売業、建設・電気工事
及び旅行業等を含んでおります。

(注2) 「その他の収益」には、「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入が含まれております。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は主に鉄道事業における顧客から受領した有効期間前の前受運賃となります。契約負債は、
収益の認識にともない取り崩されます。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、記載

を省略しております。
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連結貸借対照表計上額 時価

2,873,426 3,842,025

Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、埼玉県内において、賃貸用施設（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に

基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件については一定の評価
額等に基づいて自社で算定した金額であります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　3,378円74銭
１株当たり当期純損失　　　　　　　　　　　　　　3,397円03銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
（投資有価証券の売却）

2023年４月27日の取締役会における決議に基づき、投資有価証券（上場株式１銘柄）を売却いたしまし
た。これにより翌連結会計年度において、投資有価証券売却益312,741千円を特別利益として計上いたしま
す。
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貸　借　対　照　表（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 収 金

未 収 収 益

分 譲 土 地 建 物

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

不 動 産 事 業 固 定 資 産

観 光 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,171,620

503,387

93,334

148,494

19,982

94,513

1,643

151,829

128,811

11,052

18,984

△413

15,231,950

11,011,765

2,882,021

255,897

585,571

45,874

450,820

47,617

386,198

2,003

15,000

22,123

13,680

△35,802
　

流 動 負 債 3,526,045
短 期 借 入 金 875,000
1年内返済予定の長期借入金 1,090,360
リ ー ス 債 務 6,406
未 払 金 457,915
未 払 費 用 273,387
未 払 消 費 税 等 168,139
未 払 法 人 税 等 7,554
預 り 連 絡 運 賃 12,697
預 り 金 87,126
契 約 負 債 78,194
前 受 金 57,378
賞 与 引 当 金 125,000
資 産 撤 去 引 当 金 286,885

固 定 負 債 7,942,485
長 期 借 入 金 3,068,380
リ ー ス 債 務 12,883
繰 延 税 金 負 債 96,635
再評価に係る繰延税金負債 3,102,248
退 職 給 付 引 当 金 1,269,093
特 別 修 繕 引 当 金 56,700
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 182,000
長 期 預 り 金 85,818
そ の 他 68,725
負 債 合 計 11,468,530

純 資 産 の 部
株 主 資 本 △2,342,234
資 本 金 750,000
資 本 剰 余 金 14,162
資 本 準 備 金 14,106
そ の 他 資 本 剰 余 金 55
利 益 剰 余 金 △3,074,516
利 益 準 備 金 175,113
そ の 他 利 益 剰 余 金 △3,249,629
諸 井 恒 平 氏 記 念 資 金 5,100
頌 徳 会 基 金 5,000
繰 越 利 益 剰 余 金 △3,259,729

自 己 株 式 △31,880
評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,277,274
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 226,846
土 地 再 評 価 差 額 金 7,050,427
純 資 産 合 計 4,935,040

資 産 合 計 16,403,571 負 債 純 資 産 合 計 16,403,571

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額
鉄 道 事 業

営 業 収 益 3,047,571
営 業 費 3,463,003
　 　 営 業 損 失 415,432

不 動 産 事 業
営 業 収 益 349,140
営 業 費 189,887
　 　 営 業 利 益 159,253

観 光 事 業
営 業 収 益 226,518
営 業 費 257,358
　 　 営 業 損 失 30,839

全 事 業 営 業 損 失 287,018
営 業 外 収 益

受 取 利 息 230
受 取 配 当 金 27,155
土 地 物 件 貸 付 料 24,907
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,128
そ の 他 2,796 56,218

営 業 外 費 用
支 払 利 息 29,569
出 向 者 人 件 費 負 担 金 11,488
減 価 償 却 費 13,480
そ の 他 1,647 56,185

経 常 損 失 286,985
特 別 利 益

補 助 金 受 入 額 9,914 9,914
特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 9,764
減 損 損 失 5,867,933
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 45,000 5,922,697

税 引 前 当 期 純 損 失 6,199,768
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,839
法 人 税 等 調 整 額 △1,170,295 △1,166,456
当 期 純 損 失 5,033,312

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計

諸井恒平氏
記 念
資 金

頌 徳 会
基 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 750,000 14,106 37 14,144 175,113 5,100 5,000 △876,217 △691,004
当 期 変 動 額
当期純損失(△) △5,033,312 △5,033,312
自己株式の取得
自己株式の処分 18 18
土地再評価差額金の取崩 2,649,800 2,649,800
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 18 18 － － － △2,383,511 △2,383,511
当 期 末 残 高 750,000 14,106 55 14,162 175,113 5,100 5,000 △3,259,729 △3,074,516

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △31,698 41,441 181,249 9,700,228 9,881,477 9,922,918

当 期 変 動 額

当期純損失(△) △5,033,312 △5,033,312

自己株式の取得 △336 △336 △336

自己株式の処分 154 172 172

土地再評価差額金の取崩 2,649,800 2,649,800
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

45,597 △2,649,800 △2,604,203 △2,604,203

当 期 変 動 額 合 計 △182 △2,383,675 45,597 △2,649,800 △2,604,203 △4,987,878

当 期 末 残 高 △31,880 △2,342,234 226,846 7,050,427 7,277,274 4,935,040

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地建物　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）

商　　　  品　　　　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

貯 蔵 品　　     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

不動産事業有形固定資産　　　　定　額　法
その他の有形固定資産　　　　定　率　法
ただし、鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）については取替法により、1998年４月１日

以後に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物は定額法によっております。

(2) 無形固定資産

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討して計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお
ります。

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
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・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。
(4) 特別修繕引当金

　鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定め
による蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当事業年度負担額
を計上しております。

(5) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、債務超過額のうち、当
該関係会社に対して計上している貸倒引当金を超過する金額について計上しております。

(6) 資産撤去引当金
　将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当事業年度末における費用見込額を計上
しております。

４. 収益及び費用の計上基準
(1) 鉄道事業

　鉄道事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期収入は、定期券の有効期間
にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の期間にわたり収益を認識しております。定期外
収入は、乗車券の利用日に履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。

(2) 不動産事業
　不動産事業では、主にオフィスビル等の貸付業を行っており、これらの不動産賃貸による収益は、
「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。

(3) 観光事業
　観光事業では、主に遊船事業を展開しており、遊船運賃は乗船日に履行義務が充足されるものとし
て、一時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
工事負担金等の処理
　鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部
として補助金及び工事負担金（以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の

取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

６．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 5,867,933千円
　　　有形及び無形固定資産 14,781,130千円
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(2) 会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
　「連結注記表」の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務

(1)担保に供している資産
　　　　　鉄道事業固定資産 9,152,776千円
　　　　　不動産事業固定資産 1,532,712千円
　　　　　各事業関連固定資産 199,276千円
　　　　　　　　　合計 10,884,764千円

(2)担保付債務
　　　　　短期借入金 380,000千円
　　　　　1年内返済予定の長期借入金 454,270千円
　　　　　長期借入金 2,365,460千円
　　　　　秩父鉄道観光バス株式会社借入金 35,781千円
　　　　　　　　　合計 3,235,511千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　   　　　　14,433,830千円

３．事業用固定資産

　　　　　土地 11,019,768千円
　　　　　建物 972,860千円
　　　　　構築物 2,204,374千円
　　　　　車両 262,862千円
　　　　　機械装置  119,136千円
          その他の有形固定資産 155,648千円
　　　　　無形固定資産  605千円

４．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額

18,794,070千円

５．関係会社に対する金銭債権債務

　　　　　短期金銭債権 74,618千円
　　　　　長期金銭債権 25,759千円
　　　　　短期金銭債務 176,806千円

６．取締役等との間の取引による金銭債権及び金銭債務

　　　該当事項はありません。
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７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　　　　　　　　　　　　　　1,206,176千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．営業収益 3,623,231千円
２．営業費 3,910,249千円

３．営業費の内訳

運送営業費及び売上原価 2,637,853千円
販売費及び一般管理費 653,346千円
諸税 222,230千円
減価償却費 396,818千円

４．関係会社との取引高

営業収益　 1,246,592千円
　　　　営業費用 461,274千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 216,781千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数　　普通株式     14,487株

Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生の内容は、退職給付引当金、税務上の繰越欠損金及び減損損失であります。
なお、評価性引当額は2,385,026千円であります。
また、繰延税金負債の主な内容は、土地再評価差額金及びその他有価証券評価差額金であります。
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種類 会社名
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（注1）

科目
期末残高
（注1）

その他の
関係会社

太平洋
セメント㈱

被所有
直接33.9%
間接15.6%

役員の派遣

同社の原料
の輸送及び
設備保守等
（注2）

1,220,515 未収運賃 28,543

補償金の
入金

　221,000 未収金 －

種類 会社名
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 秩父観光興業㈱
  所有

直接96.2%
間接3.8%

出向者の派遣
役員の兼任

出向者人件費
負担金（注1）

11,488 － －

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

当社提示の単価をもとに一般的取引条件と同様に決定しております。

２．子会社及び関係会社等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 出向者人件費負担金については、出向元の規程を基礎として協議の上決定しております。
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Ⅶ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額                    3,322円11銭
１株当たり当期純損失                  3,388円29銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
（投資有価証券の売却）
　「連結注記表」の「Ⅸ．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。
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独立監査人の監査報告書
2023年５月23日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
有限責任 あずさ監査法人

北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 上 原 義 弘

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 筑 紫 　 徹

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、秩父鉄道株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、秩父鉄道株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合
は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2023年５月23日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 上 原 義 弘

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 筑 紫 　 徹

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、秩父鉄道株式会社の2022年４月１日から2023年３
月31日までの第200期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

計算書類に係る会計監査報告
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　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第200期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締

役、内部監査担当部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業

所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保

するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明

を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限

責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図

り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書、並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係

る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月25日

秩 父 鉄 道 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
(社外監査役） 根 岸 俊 介 ㊞

社 外 監 査 役 林 俊 宏 ㊞
監 査 役 正 田 孝 之 ㊞

　
以　上
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地図

ご　案　内　図

会　場　埼玉県熊谷市曙町一丁目１番地

秩父鉄道株式会社　本社会議室

交　通　秩父鉄道・ＪＲ高崎線・上越新幹線

熊谷駅南口より徒歩２分

あいざわ
クリニック

ニッポン
レンタカー

熊谷年金事務所

秩父鉄道株式会社
本社ビル

秩 父 鉄 道 有 料 駐 車 場秩 父 鉄 道
熊 谷 ビ ル

南口

秩父鉄道改札口
秩父鉄道

上越新幹線

高崎線 至大宮

至羽生至三峰口

至高崎

熊 谷 駅


